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技術移転と合弁事業
志　津　田 氏　　治
1　技術移転と合弁契約
　（1）技術移転　産業上利用できる知識を他人に伝達して利用させることを，一般に技術
　　　　　　　　ほ　移転とよんでいる。これには，技術が国境を越えて移転する「国際的技術移転」と，そう
ではなく国家内においてのみ移転する「国内的技術移転」とがある。この技術移転という
用語には，以下の2っの類型が考えられる。1つは；先進工業諸国間の技術移転である。
他の1っは，先進工業諸国から発展途上国への技術移転を行なう場合である。これを別の
観点からとらえると，前者の場合は，「対等・相互補足型」のパターンであり，後者は，「格
差・一方的流入型」の技術移転のパターンであるといえよう。
　先進工業諸国から発展途上国に対する技術移転（transfer　of　technology）は，発展途上国
における工業化政策の推進（自国の工業化）ということで，一段の活性化を促している。特
に，わが国の場合には東南アジア諸国などの発展途上国向けの技術輸出は，技術輸出全体
の70％を占めているといわれている（昭和55年度「科学技術白書」216頁）。他方，先進工業諸国
間の技術移転は，経済的な分野で，劣弱な国内技術を輸入技術によって，代替する目的で，
相互補完的に行なわれることが多いといわれている。
　なお，技術移転にあっては，技術を導入する当事者の側からすれば，みずから研究・開
発する努力と費用を節約して，新技術を利用して，国内市場において，優勢な地位を占め
ることが主要な動機であるとするのが，一般的であるといえる。また，外国の企業が海外
市場に特許を有している場合には，この企業からライセンスを受けておかないと，製品を
海外市場に輸出することができなくなる。このように，ライセンスは，特許権侵害責任の
免除（immunity）を受けるためにもなされるものである。また他方，技術を輸出する当事
者からすれば，投下した技術開発費の回収および利益の追求が，基本的な動機となって，
技術移転の契約が締結されるのである。したがって，技術移転を行なうにあたっては，自
国および現地の関係法規，ならびに現地の投資環境や市場状況を総合的に判断して，予防
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　ラ
法学的立場から具体的政策の決定がなされることが望ましい。
．（2）合弁契約　A国の会社とB国の会社とが，－協同出資をして，いずれか一方の国に会
社を設立して，事業を行なうことを目的とする契約を「合弁契約」（joint　venture　agree－
ment）と称する。この合弁契約のなかに技術援助契約に関する条項を規定しているものと，
合弁契約とは別に技術援助契約を締結しているものとがあるが，いずれも技術援助を目的
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として，新会社（合弁会社）が設立されていることには変わりがない。
　合弁契約の場合には，形式的には合弁会社の設立行為を伴うものであるが，従来より，
この「合弁会社」は俗称であって，法律上正確な定義はなされていない。しかレある見解
によれば（通商産業省，日本経済調査－協議会），次の3つのカテゴリーに細分化をしている。①
「純外資会社」（外国企業が資本金の全額を出資して設立した企業），②「合弁会社」（日本企業と外国
企業とが，共同出資によって新設した企業），③「外資導入会社」（外国企業が，既存のわが国企業の【日株
　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨラ
または新株の一部を取得した企業）がある。ところで，合弁会社の経営上の特色といえば，その
経営に外国投資家が参加しているという事実に求められている。
　さらに合弁契約にもとつく合弁事業経営には諸種の問題点が伏在している。その問題点
を若干指摘してみよう。まず第1に，外資と提携し合弁事業を営む場合に，その提携先の
選択が肝心である。提携先の企業と経営方針や経営仕組みが，できるだけふさわしいもの
であることが必要である。第2に，提携にあたっては，当事者双方が，短期・中期・長期
に何を求めようとしているのか。また提携の内容は，いわゆるバラ芸ではなく，明瞭な条
件を契約の文面に挿入しておくことも必要である。第3に，合弁事業の経営にあっては，
合弁事業の当事者（両親会社）が，相互の信頼と理解のもとに，共に新しい独立子会社（共
同子会社）の経営を育成，助長していくことが望ましい。最後に，急テンポに変化する現
代の経営環境の下で，合弁事業を国際的にも経営していくためには，関係事業者は，たえ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くヨう
ず合弁の経営を時代の要請に調和させて，発展志向を考えていくことが必要であろう。
　　（1）河井克倭「国際的契約と独占禁止法」3頁，澁谷達紀「国際的技術移転」（国際取引法講義所収）
　　206頁。技術移転の対象となる技術的知識は，なんらかの書類の形式（設計図・計画書・マニュア
　　　ルなど）でなされていることもあれば，たんなる秘訣のように無形（ノウ・ハウ）のままである
　　　こともある。
　　（2）石井照久編著「会社法強大辞典」487頁。
　　（3｝小林規威「日本の合弁会社」6頁，松枝迫夫「合弁会社の法律実務」12頁以下。小林規威「国
　　　際資本提携」（国際取引・・ンドブック）1097頁。
　（3）中国の合弁事業　中国では，目下国民経済を世界の先進国水準にまで引き上げよう
と，積極的な経済解放体制が進められている。そのなかで注目されるのが外資導入政策で
ある。そこで，これを促進する手段として，中国は西側資本と合弁事業を設立するという
方針をうち出したのである。1979年7月目は「中華人民共和国合資経営企業法」（合弁法）
が制定された。なお，関係法規として，「中外合資経営企業所得税法」，「合弁企業労働管
理規定」，「合弁企業登記管理弁法」などもある。中国の合弁企業は，合弁法の下で平等互
恵の原則にもとづいて解釈，運営されることになっている（1条，6条）。中国で合弁を希
望する外国側企業は，まず中国の公司，企業その他の経済組織と合弁契約を締結しなけれ
ばならない（1条）。合弁契約が結ばれると定款を作成し，外国投資管理委員会の認可を受
けなければならない（3条）。合弁契約および定款が認可されると，合弁企業の設立という
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ことになり，工商行政管理局において登記手続を行ない，営業許可証の発給を受け営業を
開始することになる（3条）。合弁企業の組織形態は，「有限責任公司」である（4条）。また，
中国の合弁法では，外資側の出資比率が25％以上と定められており，従って外資側の過半
数出資が許されるばかりではなく，100％の出資も可能となっていて，ここに中国合弁法
の特色がうかがわれる。出資の内容は，金銭，現物，工業所有権などいずれでもよいが価
条），中国合弁法で最も問題となるのは，外資によって導入される技術・設備は先進的な
ものであることを要し，もしも故意に遅れた技術・設備を導入し，損失が発生した場合に
は，損害賠償の責任が生ずることを規定していることであろう（5条）。この規定によると，
先進技術の判断が問題となり，また損害賠償責任の帰属，範囲をめぐって問題とされるこ
とになろう。
　合弁企業の経営の最高機関は「工事会」（取締役会）であって，この董事会の人員構成は，
合弁契約と定款に定められたところにより，各当事者が選任，更迭する（6条）。注目に値
するのは，合弁企業の支配権を中国側が掌握しておくために，早事長（取締役会長）は，中
国側で指名することになっている。また，合弁企業にかかわる一切の重要な問題は，合弁
当事者双方により構成される明科会によって共同して討議，決定されることになっている。
しかし，その決定にあたっては，「平等互恵主義」によることを宣言している（6条）。従
って，単純多数決によることなく，具体的諸事情を勘案した全会一致をとることになろう。
　なお，合弁企業の収益計算制度であるが，中国の合弁法によれば，合弁企業の当事者は，
登録資本の比率にもとづいて利益を分配し，．危険および損失を負担することになっている
（4条）。配当にあてられる純利益は，粗利益より合弁企業所得税を納付した後，設備投資
基金，従業員奨励福祉基金，企業発展基金を控除した残額をいうものとされている（7条）。
ところが，具体的な内容が明らかでなく，今後どのような会計原則が確立されるものか，
問題を残しているといえよう。
　さらに，合弁企業の運営にさいして，もしも，なんらかの紛争が生じた場合には，董事
会で平等互恵の原則に従って，協議解決に努力することとなっているが，それで未解決の
場合には，中国の仲裁機関による調停または仲裁によるものとされている（14条）。ここで
いう中国の仲裁機関とは，1954年5月半政務院決定で，国際貿易促進委員会に付設されて
いる「対外貿易仲裁委員会」がこれにあたるものである。しかも，この仲裁判断は最終的
であり，裁判所への上訴は許されない。
　（4）技術援助契約の仕組み
　外国への技術輸出または外国からの技術導入（輸入）は，技術援助契約ないしは技術提
　　　　　　　　　　　　ロラ
携契約を通して行なわれる。かつて，外資に関する法律（昭和25法163号）3条1項3号は，
技術援助契約とは，「工業所有権その他の技術に関する権利の譲渡，これらに関する使用
権の設定，工場経営に関する技術の指導その他主務大臣の指定するものに関する契約」と
定義している。一般的に，技術を提供する当事者は，ライセンサー（licensor），相手方を
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ライセンシー（1icensee）と称している。このように，技術援助契約は，技術の所有者が，
相手方にその技術を利用させるために締結する契約であることに着眼して，「技術援助契
約とは，技術移転すなわち，産業上利用しうる技術的知識を他人に伝達して利用せしめる
ことを目的とする契約と解すべきである」（澁谷達紀「国際的技術移転」国際取引法講義209頁引用）
とする見解もみられる。
　いうまでもなく技術援助契約（技術提携契約）は，技術を供与する企業が，自己の有する
一定の技術について，相手方である企業のために実施権を設定する契約であって，2つの
企業の間に技術の供与を通して成立する継続的な関係にあるところに特色がある。この場
合，実施権設定の対象となる技術は，特許発明，特許出願中のもしくはその出願予定の発
明，またはノウ・ハウあるいはその双方のいずれかである。そして，特許発明に関するも
のを「特許実施契約」（実施許諾者が，その有する特許発明について他人に対して実施権を設定すること
を目的とする契約），ノウ・ハウに関するものを「ノウ・ハウ契約」（実施許諾者が，その保有する
工業技術上の知識および経験について他人に利用権を与える契約）といい，あるいは特許実施契約と
ノウ・ハウ契約との混合契約であることもある。なお，特許出願中または出願予定の発明
について，実施権が設定される場合があり，この場合の契約を「発明実施契約」とよんで，
特許実施契約と区別することもある。
　このように技術援助契約にあっては，特許の実施許諾ばかりでなく，技術情報の提供や
技術指導の役務の供与が契約されるが，さらには商標の使用許諾もあわせて行なわれるこ
ともあり，注目すべきところである。けだし，商標は商品の出所表示の作用をもつだけで
はなく，企業のグッドウイルを象徴し，海外市場に自己の商品の進出を意図する企業にと
っては，国際マーケティングの上で重要な役割を担っているからである。
　　（1）公正取引委員会は，国際技術取引をインとアウトにわけ，それぞれ「技術導入」，「技術援助」
　　　とよんでいる。国際取引においては，「技術援助」（technicalassistance）の語は，一般に技術役務
　　　の供与の意味にもちいられている。国際的技術取引の共通の特色は，特許，ノウ・ハウおよび技
　　　術援助の全部またはそのいずれかを目的とすることである。詳細は，朝岡良平・土井輝生・小林
　　　規威・竹田志郎「国際取引ハンドブック」11頁参照。なお，技術提携という語も実際界の用語で
　　　あって，明確な定義はない。大隅健一郎「技術提携」（経営法学全集11）9頁以下。
　　（2）技術援助契約においては，実施企業が許諾企業に対して，実施料等の対価を支払うので，通常
　　　は有償である。最近では，相互に技術交換を内容とする，相互実施契約，技術交換契約あるいは
　　　クロスライセンス（cross　license）契約が結ばれることもある。詳細は，小林健男「技術交換契約
　　　の実際と手続」47頁参照。
2　実施許諾者の担保責任
（1）担保責任の問題点　実施契約の対象である特許発明またはノウ・ハウに毅疵があ
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る場合には，売買における売主の場合と同じように，実施許諾者がどのような責任を負担
するものであるか，実施契約の性質衝きわめて困難な問題である。とりわけ国際的技術援
助契約にあっては，諸外国の法律状態が＝複雑多岐にわたっているから，問題の解決は一層
むずかしいものとなる。従って，現実の技術援助契約にあっては，実施許諾老の担保責任
（保証責任）の具体的な内容をできるだけ契約自体に記載し，これを明確にしておくことが
必要である。なお，実施許諾者の担保責任が生じる「朝虹」には，いわゆる物の暴動と権
利の毅疵（実施権者の権利が，第三者の権利によりその円満な行使が妨げられる場合）とに区別される
が，既述のように，それぞれについて実施許諾者が負担する責任の範囲と種類を明らかに
しておくべきであろう。
　（2）保証条項の問題点　技術援助契約における保証の内容として，通常次のようなもの
　　　　　　くの
が考えられる。
　　（a）技術保証条項　これは実施許諾者が実施権者に対して，製品の品質（性能），生産
能力，歩留などに対して保証するものである。なお，技術保証に関連して，その技術が少
なくとも，その実施許諾者が契約締結の日に所有している最新かつ最良の技術と同一のも
のであることを，その許諾者に保証させることがある。このような性格の条項を，「最新
最良技術保証条項」とよんでいる。一般の技術保証条項が，製品の品質，性能，生産能力，
歩留などの，いわゆる技術の生産面にかかる保証であるのに対して，上述の最新最良技術
保証条項は，どちらかといえぼ，契約締結時を基準とする保証であり，前者が実質面に，
後者が形式面にウエイトを置いた保証であり，両者には性格上若干の相違があることを指
摘しておく必要がある。従って実施契約にさいしては，これら技術保証条項の内容をよく
吟味した上で取決めなければならない。
　　（b）特許保証条項　実施契約の対象が特許発明であるときには，その特許についての
保証が問題となる。この特許保証条項には，次のようなものが考えられる。1つは，「損
害担保条項」がある。これは，特許発明の実施によって，第三者の権利を侵害することと
なった場合，実施許諾者が実施権者の負うべき損害の担保（保証）を目的とした条項であ
る（もちろん，実施許諾者ヵ漬任免除条項を挿入することもある）。2っは，「侵害防止条項」がある。
これは，第三者が，許諾された実施権を侵害した場合に，その第三者の侵害の排除と実施
権者の救済のために，実施許諾者が実施権者に特別に与える保証である。3っは，「有効
性保証条項」である。これは，特許の有効性（validity）に対する保証つまり，特許が現に
有効に存すること，第三者のいかなる特許権をも侵害するものではないことを，実施許諾
者が実施権者に対して，保証することである。場合によっては，これを有効性保証条項と
いうこともある。
　　（c）販売保証条項　これは，一定の販売利益の確保および，第三者から向一または類
似の製品が販売されたときに，実施料の減額を実施許諾者が実施権者に保証することを定
めた条項である。これは，実施権者の経済的損害を回避するために設けられるものである
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が，実務上はあまり活用されていない。
　　（1）ライセンス契約書中に次のような保証条項を定めている。①品質に対する保証，②生産能力ま
たは生産量に対する保証，③技術情報の正確度（ライセンサー現有の最高技術との一致）に対する保証，
④特許権の有効性（validity）に対する保証，⑤契約技術が第三者の特許を侵害した場合の保証，⑥第三
者が契約特許を侵害した場合の侵害排除に関する保証，⑦保証と代価支払との関係を明記する。詳細は，
五月女正三「技術提携の背景」（ジュリスト257号）70頁，同「企業経営と特許管理」216頁，大隅健一郎
「技術提携」（経営法学全集11）107頁。それぞれの場合の事情により，適宜これらの保証の1つまたは
いくつかをとることが適当と思われる。しかも，その保証内容は，できるだけ具体的に記載されること
が望ましい。
3　企業秘密保持の問題
　（1）問題提起　発明を奨励し，もって産業の発達に寄与することを目的とする特許制度
は，その特許発明が特許公報により公告されるために，実施契約上は通常秘密の保持は問
題となることがない。けれども，ノウ・ハウのみまたは特許発明とともにノウ・ハウに関
する実施契約がなされる場合には，実施権者の秘密保持義務が重要な意味をもってくる。
実施契約の対象力㍉「特許出願前の発明」（ノウ・ハウの状態にある場合）である場合にも，同
様に考えてよい。ノウ・ハウの本質は，技術の秘密性にある。従って，それが公開されて
公知の技術ともなれば，ノウ・ハウ自体の性格は喪失し，また実施許諾者にとっては，ノ
ウ・ハウのもたらす経済的利益を失うこととなる。そのために，ノウ・ハウに関する実施
契約にあっては，当該契約に別段の規定がない場合でも，実施権者は実施許諾者に対して，
秘密保持の義務があるものと解釈されている。もちろん，実務上の契約においては，秘密
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロラ保持の重要性に鑑みて，きめ細かな定めをすることが多い。この場合留意すべき主な事項
を指i摘しておこう。
　　（a）下請会社・工事会社の秘密保持　実施権者が，ノウ・ハウを実施するにあたって，
工事の建設，特定の機器の製作などを特定の下請会社や工事会社に請け負わせることがあ
る。この場合に，その技術が最新で，しかも高度の秘密性を有するときには，ノウ・ハウ
が流出するのをするのを防止するために，実施許諾者においては，実施権者ばかりではな
く，特定の下請会社・工事会社との間に秘密保持の対策をとっておくことが望ましい。そ
こで，実施許諾者自身が，下請会社や工事会社を直接指定したり，あるいは実施権者が選
択した下請会社・工事会社について，あらかじめ実施許諾者の承諾を要する旨の規定を特
約することがある。なお，ライセンス契約書中には，次のような特約が挿入されているこ
とを指摘しておこう。すなわち，①下請会社がノウ・ハウを利用して製作した機器を第三
者に引渡すことの禁止，②一切の有形的技術資料は，その使用後は直ちに実施許諾者また
は実施権者に返還すること。③下請会社・工事会社における複写・複製の禁止などがこれ
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であろう。また，もし下請会社などによって，秘密漏洩が生じたときに，実施許諾者に対
して，実施権者が，下請会社などの履行補助者の行為について債務不履行の責任を負うこ
とになろう。その旨を特約中に明文化することもある。
　　（b）’役員，従業員の秘密保持　実施権者である会社の役員は，当然にその会社に対し
て，秘密保持義務を負うものである。けだし，会社の役員には，会社の業務について善管
注意義務ないし忠実義務があり（商法254条3項・254条ノ3），秘密保持義務はこれらの義務に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　含まれるものと解されているからである。しかしながら，ここで注意しておきたいことは，
会社役員が実施権者以外の実施許諾者に対して，秘密保持の義務を負うものではないこと
であろう。以上のように，実施権老である会社の役員は，当然に秘密保持の義務を負うも
のであるが，ノウ・ハウを現実に利用する者は会社の従業員であるから，さらにこれら従
業員にたいしても，秘密保持の義務を負わせる必要がある。もちろん実施権者である会社
の従業員は，雇傭契約上その会社に対して，秘密保持義務（競業避止義務・商法41条参照）を
負うものであるが，実施許諾会社と従業員との問には，なんらの法律関係も存在せず，実
施許諾会社は秘密漏洩の不安を免れない。そこで，これらに対する防衛策として，実施許
諾者が実施権者をして，役員ならびに従業員に文書の形式で，秘密保持の誓約をさせたり，
あるいわ役員・従業員の違反行為は，実施権者である会社それ自体の違反行為とみなす旨
を定めることすらある。このように，実施許諾者と実施権者との間に秘密保持についての
厳重な協定がなされておれば，在職中の役員または従業員に対して非常に効果的であると
いえよう。
　　（c）退職者の秘密保持　在職中の役員・従業員に対して，上述のような秘密保持の義
務を課するだけでは不十分である。これらの者の退職後においても，在職中と同じような
義務を要求するのでなければ，秘密保持の目的を果たすことができない。従って，それに
対する措置として，例えば役員・従業員をして，退職後も一定期間秘密保持の義務を課し
たり，あるいは退職後も一定の期間同種の会社に雇傭されない旨の特約を負わせることも
ある。ただ退職者の秘密保持は，在職者のそれと異なり，職業の選択または転職の自由と
いう，いわば個人的な自由とかかわりあいをもっていることを指摘しておこう。もしも秘
密保持の期間があまりに長すぎた動退職後の就業禁止業種の範囲がひろすぎるときは，．
その者の個人的自由を不当に拘束することになり，その契約の有効性の問題がとわれるこ
とになろう（憲法22条1項，民法90条参照）。なお，従業員が会社に雇傭中に修得した知識・経
験をもって，退社後他の会社に雇傭され，その知識・経験を使用している場合に，差止請
求権を行使できるものだろうか。有力説はこれを肯定している。
　　（d）契約終了後の秘密保持　技術援助契約において，実施権者は実施契約の終了後で
も，なお秘密保持の義務を負うものか否か重要な問題である。そこで，実務的には，契約
終了後一定の期間，または無期限に，実施権者にノウ・ハウの利用を禁止する条項，すな
わち競業禁止義務を定めた特約を挿入することもある。
　8
　　（e）秘密書類の管理　技術援助契約にあっては，会社の秘密書類をいかに取り扱うか
が，きわめて重要である。一般に次のような方法が実施されている。①秘密書類に一連の
番号を附し，保管場所の整備ならびに配布先の点検，②企業の秘密を保持するための厳格
な規則き作成する。その内部規則（社内規則・工場規則など）を従業員に周知徹底して，従業
員の注意を喚起する。③企業秘密に関するデーターや資料の閲覧には，許可を要するもの
とし，契約終了後は秘密書類を返還することとする。なお，これらの返還にさいしては，
必ず枚数やナンバーを確認することが必要である。
　　（1）ライセンス契約書作成上のチェックポイントとして，企業秘密に関して次のようなことを明記
　　　している。すなわち，（1）秘密情報の定義（2）秘密の厳守（無期限または一定；期間），（3｝秘密書類
　　　の複製複製の禁止または制限，（4）下請人の秘密保持義務（下請人の製作した機械器具類の第三者に
　　　対する引渡の禁止並びに図面使用後ライセンサーまたはうイセンシーに対する返還義務等を含める），
　　　（5）秘密書類の還付，（6）従業員の秘密保持義務，（7）ライセンシーの秘密保持措置の通知義務，（8）ラ
　　　イセンシーの従業員，下請人の行為をライセンシーの行為とみなす規定，（9歌劇終了後の秘密保
　　　持などを定めている。五月女正三「技術提携の背景」（ジュリスト257号）69頁，永田大二郎「実
　　　施契約序説」（ジュリスト257号）60頁。
　　（2）合弁会社設立契約にともなって，技術援助契約（ノウ・ハウ提供契約を含む）が締結されること
　　　がしばしばである。従って，企業秘密が合弁会社に提供された場合には，合弁会社自体に秘密を
　　　保持させる必要があるばかりか，親会社相互にも秘密を守らせる必要があるので，この旨を契約
　　　条項に盛り込んでいることが多い。これが，いわゆる「秘密保持条項」（secrecy　provisin）とい
　　　う。詳細は，志津田氏治編「多国籍企業の法と経営」8頁。
　　（3）小林健男「企業の法律戦争」107頁，ワース・ウェイド原著＝小西基弘編著「機i密管理マニュ
　　　アルー産業スパイの基本対策一」134頁。大隅健一郎「技術提携」（経営法学全集11）141頁以下，
　　　小林健男「技術交換契約の実際と手続」251頁以下。
　（2）技術援助契約と独占禁止法
　通常，技術導入は，技術援助契約の方式で行なわれる。つまり，外国の企業と日本の企
業とが互いに国際契約を結んで，外国の企業は，日本において有している特許やノウ・ハ
ウなどの実施権を日本の企業に許諾するなどの仕組みをとっている。従来は，技術援助契
約の場合，外国のことにアメリカからの技術導入という事例が圧倒的な現象であったが，
しかし最近では，日本企業の技術革新が進み，技術輸出という顕著な特色が見受けられる。
ところで技術援助契約にあって最も関係があるのは，特許とノウ・ハウの問題であろう。
独占禁止法23条によれば，特許法による権利の行使と認められる行為には，同法を適用し
ないものといている。しかし，特許権者である事業者の活動が，この特許権の行使と認め
られる行為の限界内であれば差し支えないが，特許により付与された独占的地位を利用し
て，その範囲をこえる競争制限や不公正な取引方法を行なうとすれば，国民経済上席に許
し難いものである。例えば，最近の大企業にみられる技術独占，あるいは実施契約の許
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諾にさいして，相手方（実施権者）に不当苛酷な条件を押しつけるようなケースには問題が
ある。
　そこで技術援助契約が，現行独占禁止法との関連で問題となるのは，国際的’協定または
国際的契約に関する第6条と，不公正な取引方法に関する第19条であろう。まず国際的技
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　
術援助契約は，国際契約の一つであるので，6条の規制を受けることになる。従って，も
しも技術援助契約が国際カルテルの手段として用いられることがあれば（例えば，A国の事
業者とB国の事業者が国際協定を結んで，相互に技術援助を行ない，同時にA国の事業者はB国へ輸出をしな
い。またB国の事業者はA国へ輸出をしないとする市場潮害確定），不当な取引制限を内容とする国際
的協定（国際的契約）として，禁止の対象となる。また一方では，技術援助契約を内容とす
る国際的協定で，A国の事業者がB国の事業者に対して，排他条件付取引や再販売価格維
持のような，不公正取引方法に触れるような条件を押しつけるとすれば，不公正な取引方
法を内容とする違法契約であると判断され，規制の対象となる。もちろん，この場合に両
国の事業者双方が規制を受けることになるが，現実的には管轄権の問題から外国の事業者
　　　　　　　　　　　　　　く　ラ
を規制することは困難であろう。
　近時，わが国の国内市場または国際市場に競争制限的効果をもたらす国際契約の役割は，
重要性を一段と増しつつあるが，裏面では，これらの契約が独占禁止法上違法性を有する
ものであるかを検討しなければならない。そこで，国際契約の中でもとくに国際的技術援
助契約に関して，どのような事項が不公正な取引方法に該当するものかについて，公正取
引委員会は「国際的技術導入契約に関する認定基準」（昭和43・5・24）を公表したのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のう
この認定基準は，3項目より成り立っている。その第1項は，特許の実施許諾の契約中，
不公正な取引方法に該当すると思われるものを列挙している。次に第2項は，第1項の基
準が，ノウ・ハウの実施許諾の契約についても当てはまることを明らかにしている。そし
て，最後の第3項は，技術導入契約において，特許法の権利行使と認められる事項につい
て定めている。ここで問題とするのは，上述の第1項である。あくまでもこの認定基準は，
国際的技術導入契約に含まれる条項で，不公正な取引方法に該当するおそれのある事項の
うちの典型的なものをあげたのであり，それのみが違反とされる事項のすべてではないこ
とを注意しておきたい。この認定基準は，いわゆるガイド・ラインであって，法規的なも
のではないが，しかし現実の上で，国際的技術導入契約について，どのように適用される
かを知るためにも有益であるので，その認定基準について若干触れてみよう。
　　①　輸出地国制限　日本の特許権を取得している外国許諾者が，その特許権の効力が
及ばない第三国へ実施権者が輸出することを制限することは，特許権の行使の範囲外であ
り，原則として違法となる。
　　②　輸出価格・数量・窓口の制限　許諾者が，日本特許権の効力の及ばない外国へ輸
出される商品について，実施権者の輸出価格もしくは輸出数量を制限し，または許諾者も
しくは許諾者が指定する者を通じて輸出義務を課することも，①の制限と同様に原則とし
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て違法と判断される。
　　③　競争品・競争技術の採用制限　許諾者が，実施権者に対して，競争品の取り扱い
または競争技術を制限することは違法である。
　　④　原材料等の購入強制　これは，いわゆるタイrイン・クローズ（tie－in　clause）に
関するものである。これは，許諾老または許諾者が指定する老から，原材料や部品などを
購入することを強要するもので，原則的違法とされている。
　　⑤販路指定これは，許諾者が実施権者に対して，特許製品について，自己または
自己の指定する者を通じて，国内で販売する義務を課することである。いわば，許諾者の
実施権者に対する国内の販売ルートの指定に関するもので，違法の可能性が強い。
　　⑥再販売価格の制限これは，許諾者が実施権者に対して，特許品品等の購入者の
再販売価格を指示し，実施権者にその価格を維持させることを不公正な取引方法とするも
のである。
　　⑦　グラント・バック条項　これは，実施権者の改良特許等を外国事業者である許諾
者に帰属させるよう義務づけるもので，いわゆるグラント・バック（grant　back）といわ
れるものである。このような戻し特許（グラント・バック）を義務づけることは，実施権者
の改良発明の意欲を阻害するものであり，違法である。
　　⑧　実施料の過当徴収　許諾者が実施権者に対して，契約対象技術を使用しない製品
にまで，実施料を課すことは，特許権の権利行使をこえることであり，許されるものでは
ない。
　　⑨原材料の品質制限実施権者が実施権を利用して製造した製品の原材料，部品等
は，本来実施権者が自由に決定ナべきことである。従？て，それを制限することは，実施
権者と原材料などの供給者との取引を不当に制限するもので，違法となる可能性が強い。
　上記の諸制限は，認定基準により列挙された主要なものであり，それは独占禁止法上も
問題となるものである。もちろん，特許実施許諾における不公正な取引方法はこれに限定
されるものではない。しかしながら，実務の上では，技術援助契約を内容とする国際契約
を届出る前に，事前に公正取引委員会に相談をして，違法条項が挿入されておれば，まえ
もって削除してもらうことにしている。ここに経営法学としての予防法学が重要であるこ
とを認識しておきたい。
　なお，技術援助契約を内容とする国際契約には届出義務が課されている（独占禁止法6条
2項）。けだし国内市場に重大な影響を与える，その実情を把握しておくためにも，また独
占禁止法に違反する国際契約の成立を，その時点でチェックしておく必要があるからであ
る。この届出義務違反には，独占禁止法91条の2によって，200万円以下の罰金が規定さ
れている。
　　（1）川井克倭「国際的契約と独占禁止法」74頁，国際契約の中には，技術援助契約のほかに，商品
　　購入契約，借入金契約，合弁会社設立契約，販売代理店契約，技術輸出契約などさまざまの契約
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　　がある。なかでも技術援助（導入）契約は，その件数が圧倒的に多く，届出の大部分を占めてい
　　るので，まず技術援助（導入）契約についての認定基準が作成されたのである。輸入総代理店契
　　約については，昭和47年に認定基準が作成されている。また，合弁事業契約についても，認定基
　　準の必要性が問題となりつつあることも注意すべきところであろう。詳細は，松下　雄「独占禁
　　止法と国際取引」95頁。
　（2）松下・前掲書209頁以下，わが国の独占禁止法の域外適用の範囲については，外国企業に独占
　　禁止法を適用した事件も少なく，明確な原則は確立していない。目下，各国独占禁止法の域外適
　　用を調整する国際法上の原則の確立が望まれている。丹宗昭信・厚谷嚢児「独占禁止法の基礎」
　　242頁。
　（3｝認定基準の法的な性格であるが，①この認定基準は公表されているものの，本質的には，公正
　　取引委員会の内部的な事務処理基準という性格のものである。②この認定基準は国際契約のうち，
　　技術導入契約のみを対象としている。③この認定基準は，「不公正な取引方法」の規定の適用の
　　みを示したものであって，「不当な取引制限」該当の有無については判断をしていない。
